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「生活対策」 

 

第１章 基本的考え方 

 

１． 金融経済情勢と対策の意義 

 （世界的な同時不況の兆し） 

世界の金融資本市場は 100 年に一度と言われる混乱に陥ってい

る。本年９月中旬以降、欧米各国では金融機関の破綻が相次ぎ、金

融市場の機能不全が生じており、株価急落に示されるように、金融

危機が世界的規模で深まっている。世界経済は、金融の激変に加え、

実体経済の弱体化が進みつつあり、まさに世界的な景気後退の兆し

が強まっている。 

（日本経済の現状と先行き） 

金融危機に襲われている海外に比べ、日本の金融システムは健

全であり、これまで安定性は確保されている。しかし、外需に依

存してきた日本経済は、世界経済の減速に伴いすでに景気後退局

面に入っている。今後は、世界的な景気後退を受けて、外需面に

加え、国内需要も停滞し、景気の下降局面が長期化そして深刻化

するおそれが高まっている。 

（国民生活への影響） 

金融経済情勢の悪化の影響は、いずれ国民すべてに到達し、と

りわけ経済的な弱者には大きな波となって押し寄せてくるおそれ

がある。原油価格等に反落の動きがみられるものの、暮らしの安

心が脅かされている「生活者」、資金繰りに苦しむ「中小・小規模

企業」、都市部との格差に悩む「地方」といった弱者に対し、セー

フティネットをより一層強力に張り巡らせ、手厚い支援を行うこ

とによって、緊急の備えを万全にすることが喫緊の課題となって

いる。 
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（新たな成長への展望） 

一方で、現下の世界的な金融経済変動に対応していくためには、

内需主導の持続的成長が可能となるよう経済の体質転換を進めて

いくことが重要である。このためには、住宅投資の活性化、低炭

素社会構築に向けた設備投資の促進、国内金融資産を活かした消

費の拡大などが鍵となろう。これまでも日本経済は幾たびも世界

の大きな波に巻き込まれ、その度に国民のたゆまぬ努力によって

乗り越えてきた。今般の厳しい情勢下にあっても、こうした経済

の体質転換により、内需を拡大し、新たな成長への展望を拓いて

いくことができると考える。 

 

２．５つの基本視点 

「生活対策」の最終的な目的は、「国民生活と日本経済を守る」

ことである。そのため、以下の５つを基本視点として政策展開を

行う。 

 

（１） ３段階の経済財政政策により、日本経済立て直しに取り組む 

 

日本経済は「全治３年」という基本認識の下で、今年度から

直ちに日本経済の立て直しに取り組む。 

・当面は「景気対策」 

・中期的には「財政再建」 

・中長期的には「改革による経済成長」 

という３段階で、経済財政政策を進める。 

 このため、本対策に盛り込んだ施策は、平成21年度予算編成

とも連結して切れ目ない連続的な実行を図るものとする。 

 

（２） 最優先課題として、「金融資本市場の安定確保」に向けて万

全の措置をとる 

 

国際金融資本市場の安定化に向け、Ｇ８議長国として引き続

き国際協調を推進するとともに、日本の経験を活かした一段の

発信を行う。また、日本の金融システムは世界で最も安定して
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いるが、安定性強化に万全を期すため必要な措置をとる。 

日本銀行においては、金融市場の安定確保に取り組むととも

に、内外の厳しい経済金融情勢の下、政府における本対策や構

造改革への取組を踏まえ、適切かつ機動的な金融政策運営を行

うよう期待する。 

 

（３）３つの重点分野を位置づけ、その中で「生活者」を一番に置   

く 

   

   「生活対策」は、３つの重点分野として 

・「生活者の暮らしの安心」 

・「金融・経済の安定強化」 

・「地方の底力の発揮」を位置づける。 

このうち、第一に、生活者のための「暮らしの安心」を打ち

立てる。経済不安や物価高騰などに直面する家計への緊急支援

のため、総額２兆円を限度として生活支援定額給付金（仮称）

を実施する。また、60 万人規模の雇用下支え強化によるセーフ

ティネット強化や消費者政策、介護人材の増強、子育て支援な

ど生活安心の確保に全力をあげる。 

 

（４）一過性の需要創出対策ではなく、自律的な「内需主導型経済  

成長」への移行を後押しする 

 

金融危機の悪影響は世界の実体経済に急速に表れつつあり、

日本経済に広範かつ多大な影響が及んでくることは覚悟しなけ

ればならない。そうした情勢下で今回の経済対策の意義は、単

なる一過性の需要創出を行うことではなく、自律的な「内需拡

大」による確実な経済成長の実現のため、経済の体質を転換し、

日本経済の「底力」を発揮させることにある。 

 

（５）経済成長と財政健全化の両立に向けて取り組む 

 

本対策の実行にあたっても、これまでの政府・与党の方針に

沿って対応していく。財政規律の維持の観点から、安易に将来
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世代に負担をつけまわすようなことは行わない。「簡素にして温

かい政府」を目指すという考え方を基本とし、経済成長と財政

健全化の両立を図っていく。こうした考え方に基づき、 

・対策の財源は、赤字国債に依存しない。 

・不要不急な経費の削減をはじめとする徹底した見直しを行う  

など、歳出改革の取組を継続する。 

・持続可能な社会保障制度の構築と、その安定財源確保に向け

た中期プログラムを早急に策定する。この中には、基礎年金

国庫負担割合を 1/2 に引き上げるための前提となる税制抜本

改革の姿も含める。 
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第２章 具体的施策 

＜第１の重点分野＞生活者の暮らしの安心 

景気後退下での生活者の不安にきめ細かく対処するため、家計へ

の緊急支援として総額２兆円を限度として生活支援定額給付金

（仮称）を実施するとともに、非正規労働者や中小企業・地域を

中心に60万人分の雇用下支え強化を行う。また、消費者政策を抜

本的に強化するとともに、介護人材等の10万人増強、出産・子育

て支援や障害者・医療・年金対策の推進など、国民の生活の安全・

安心を確保するための取組を推進する。 

 

１．家計緊急支援対策  

◇家計への緊急支援として、特別減税及びこれに関連する臨時福

祉特別給付金を実施することとしていた。一方、家計への緊急

支援としての効果をより迅速に実現し、かつ、低所得者にも広

く公平に行き渡らせるためには、給付方式によることがより適

切である。この給付（生活支援定額給付金（仮称））は、総額

２兆円を限度として、単年度の措置として今年度内に実施する

こととし、その実施方式等について早急に検討する。 
＜具体的施策＞ 

○生活支援定額給付金（仮称）の実施 

 
◇勤労者の生活・消費を支える「賃金引上げ」の環境づくりを進

める。そのため、国民の負担軽減の観点から、積立金残高の状

況を踏まえ、セーフティネット機能の強化と併せて、「雇用保

険料引下げ」等へ向けた取組を進める。 

＜具体的施策＞ 

○経済界に対する賃金引上げの要請 

○雇用保険の保険料引下げ等に向けた取組 
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・雇用保険の保険料については、平成21年度の１年間に限り、0.4％

の範囲内の幅（現行1.2％）で引き下げることについて、セーフテ

ィネット機能の強化等と併せ、関係審議会において労使と十分協

議した上で検討、結論。 

   

◇電気・ガス料金に関し、現下の経済状況や国民生活への影響等

を十分踏まえ、来年１－３月期の値上げ幅の圧縮・平準化を電

力・ガス会社に要請。 

＜具体的施策＞ 

○電気・ガス料金の来年１―３月期の値上げ幅の圧縮・平準化を電

力・ガス会社に要請 

 

  ◇輸入小麦の政府売渡価格の改定ルール等については、国際相場

の動向をより迅速に反映できるようにする方向で早急に見直

しを行う。 

＜具体的施策＞ 

○輸入小麦の政府売渡価格の改定ルール等の早急な見直し 

 

２．雇用セーフティネット強化対策  

◇景気後退による雇用の影響が最も出やすい非正規労働者、中小

企業や地方企業を中心にセーフティネットを強化し、60 万人

分の雇用下支え強化を行う。 

＜具体的施策＞ 

○非正規労働者の雇用安定対策の強化 

 ・年長フリーター等（25～39歳）の積極雇用の支援強化 

   ― 事業者に対する特別奨励金の創設（３年間集中実施） 

・「非正規労働者就労支援センター」の増設（３カ所→５カ所）等 

・ジョブ・カード制度の拡充 

 ― 訓練期間中の生活保障給付の返還免除対象者の拡大等、雇用型訓練に
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対する助成の拡充 

 ・ジョブカフェの機能拡充等 

○中小企業等の雇用維持支援対策の強化 

 ・事業悪化している中小企業の雇用維持支援の拡充 

 ― 中小企業緊急雇用安定助成金の拡充 

・雇用調整による休業等に対する助成の拡充 

― 雇用調整助成金の要件緩和・助成率引上げ 

○地域における雇用機会の創出 

 ・地域における雇用機会の創出（「ふるさと雇用再生特別交付金（仮

称）」創設）等 

― 雇用情勢の厳しい地域における安定的雇用機会の創出、職業訓練の強

化 

 

３．生活安心確保対策  

◇国民の生活不安の解消のため、消費者庁（仮称）の創設など消

費者政策の抜本的強化等とともに、10 万人程度の介護人材等

の増強、出産・子育て支援、障害者・医療・年金対策を推進す

る。 

＜具体的施策＞ 

○消費者庁の創設など消費者政策の抜本的強化等 

 ・消費者庁（仮称）の創設と地方の消費生活相談体制の強化 

― 地方公共団体における消費生活相談窓口の強化等に向けた集中的な取

組（都道府県に地方消費者行政活性化基金（仮称）を創設等） 

・食の安全対策の強化 

   ―  輸入食品の安全性確保に向けた取組の推進、輸入食品への化学物質等

の混入を踏まえた緊急検査の実施、有害物質・残留農薬の分析機器の

緊急配置等 

・悪徳商法・振り込め詐欺対策の推進等 

○介護従事者の処遇改善と人材確保等 
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 ・介護報酬改定による介護従事者の処遇改善 

 ― 平成21年度の介護報酬改定（プラス3.0％）等により介護従事者の処

遇改善を図ることとしつつ、それに伴う介護保険料の急激な上昇を抑

制等 

 ・介護人材等の緊急確保対策の実施等 

 ― 介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充（一定期間従事した場合の返還

免除要件の緩和等） 

 ― 母子家庭の母親の介護福祉士・看護師等の資格取得支援（給付金の支

給期間拡大） 

 ― 福祉・介護人材の参入促進のための相談・助言、潜在的有資格者等養

成支援、複数事業所連携（以上障害者基金の活用）、年長フリーター

等を介護人材として確保・定着させた事業者への助成、介護作業負担

軽減のための設備・機器を導入する事業者へのモデル奨励金 

  ― 認知症高齢者の徘徊ＳＯＳネットワークのＧＰＳ利用や広域ネット

ワークの整備推進 

― 外国人看護師・介護福祉士候補者への日本語研修 

○出産・子育て支援の拡充 

 ・「安心こども基金（仮称）」創設による子育て支援サービスの緊急

整備 

 ― 都道府県に安心こども基金（仮称）を設置し、子育て支援サービスを     

緊急整備 

・ 「子育て応援特別手当（仮称）」の支給 

 ― 幼児教育期の子育てを支援するため、平成20年度の緊急措置として、

子育て応援特別手当（仮称）を支給 

・安心・安全な出産の確保 

 ― 妊婦健診の無料化等に向けた取組の推進 

      ・中小企業の子育て支援促進等 

 ― 中小企業における育児休業・短時間勤務制度の利用やベビーシッター

費用等補助の促進のための助成拡充 
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○障害者支援の拡充 

 ・自立支援法円滑施行・福祉人材確保対策等 

― 障害者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金の延長・積増しによ

る事業所支援、新法移行支援、福祉・介護人材確保対策（再掲）等 

 ・障害者雇用の促進 

― 障害者雇用の経験のない中小企業に対する奨励金の創設、障害者雇用

の特例子会社等の設立促進助成金の創設 

○医療・年金対策の推進 

・医療対策の推進 

― 災害派遣医療チームの設備整備、看護師・助産師の高度技能習得の推

進、国立高度専門医療センターの先端医療機器等の整備、地域の中核

的医療機関としての大学病院の機能充実、新型インフルエンザ対策の

強化（パンデミックワクチン製造能力の強化）等 

・年金記録問題への対応 

― 年金に対する信頼回復のため、標準報酬等が改ざんされた可能性があ

る年金記録の徹底調査等を実施 
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＜第２の重点分野＞金融・経済の安定強化 

国際金融資本市場の安定化に向けて国際協調を推進するととも

に、日本の金融システムの安定性強化に万全を期すために必要な

措置の実施や株式市場活性化を図る。また、金融不安や景気後退

の影響を受けやすい中小・小規模企業について十分な資金繰り対

策を実施する一方で、「成長力強化税制」の導入などにより、中長

期的に日本経済の「底力」を成長に結び付ける取組を推進する。 

 

４．金融資本市場安定対策   

◇国際金融資本市場の安定化に向けて、国際協調を推進するとと

もに、日本のバブル崩壊後の経験を活かした一段の発信を行う。 

＜具体的施策＞ 

○国際金融資本市場の安定化に向けた積極的取組 

 ・国際協調の推進、日本の経験を活かした一段の発信 

 ・アジア地域における金融協力の一層の推進 

 

◇日本の金融システムは世界でも最も安定しているが、安定性強

化に万全を期すため必要な措置を講じる。 

＜具体的施策＞ 

○国内市場の安定に向けた必要な対策の実施 

 ・自社株買い規制の緩和（実施済） 

・企業に対する自社株買いの要請（資本コストの低下による競争力

強化、賃金や下請企業への還元の促進） 

・従業員持株会による株式取得の円滑化（実施済） 

・取引所による空売り情報開示の拡充（実施済） 

・空売り規制の強化（売付けの際に株の手当てがなされていない空

売りの禁止（実施済）、一定規模以上の空売りポジションの報告・

公表） 
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・空売り規制の厳正な執行を含めた相場操縦等の不正行為に係る監

視の徹底（実施中） 

・政府等が保有する株式の市中売却の一時凍結（実施中） 

・銀行の株式保有制限の弾力的運用（実施済） 

○「金融機能の強化のための特別措置に関する法律」の活用・改善 

 ・国の資本参加によって、金融機関の資本基盤を強化し、地域経済

に対する適切な金融仲介機能の発揮を可能にする観点から、金融

機能強化法の活用・使い勝手の改善を図るとともに、金融市場の

異常かつ急激な変動が生じた場合でも、金融機関の財務基盤の安

定を確保し、円滑な金融機能が発揮されるために十分な政府の資

本参加枠の拡大を検討する 

○生命保険会社のセーフティネットにおける政府補助の延長 

 ・保険契約者のセーフティネットの確保の観点から、生命保険会社

の負担を基本とした上で、平成 21 年 4 月以降も生命保険契約者

保護機構に対する政府補助を引き続き可能とする（平成 24 年 3

月末まで） 

○適正な金融商品会計に向けた努力へのサポート 

 ・国際的な会計基準の動きを踏まえ、①公正価値（時価）の算定方

法の企業会計基準委員会による明確化の監査人への周知・金融検

査での対応を行うとともに、②同委員会による金融商品の保有目

的の変更に関する迅速な検討を支持する 

○銀行の自己資本比率規制の一部弾力化 

 ・現在の市場環境の下、自己資本比率の急激な変動により、金融機

関の金融仲介機能を低下させないよう、国際合意の枠組みも踏ま

えつつ、規制の一部弾力化を図る 

○証券化商品の透明性・信頼性向上及び流通再開に向けた取組 

 ・証券化商品の原資産の追跡可能性を確保するための販売ルール作

りに向けた市場関係者の取組支援、格付会社に係る規制の検討、

金融安定化フォーラム等への積極的な参画 
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○金融機関の流動性対策 

・日本銀行において、年末の資金需要にも配慮し、内外の金融機関

に対する潤沢な流動性の供給を実施するよう期待する 

 

◇多様な投資家が参入し、厚みのある株式市場の構築に向け、市

場の活性化を図るための環境整備を進める。 

＜具体的施策＞ 

○金融証券税制 

・金融所得課税の一体化を推し進め、簡素な制度とすることで、個

人投資家が投資しやすい環境を整備する。 

上場株式等の配当等について、３年間現行税制の延長を行う。

金融所得課税の一体化の中で、少額投資のための簡素な優遇措置

を創設する。 

また、企業型確定拠出年金における個人拠出（マッチング拠出）

を導入する。 

 

     なお、銀行等保有株式取得機構の活用などについては、与党におい

て引き続き検討する。 

 

５．中小・小規模企業等支援対策 

◇中小・小規模企業等の資金繰り対策のため、セーフティネット

としての貸付・保証枠について、先般措置した９兆円の事業の

早期実施を図るとともに、30 兆円規模に拡大する等の措置を

とり、加えて、民間金融機関による資金供給の円滑化等に努め

る。 

＜具体的施策＞ 

○「金融機能の強化のための特別措置に関する法律」の活用・改善（再

掲） 

○「安心実現のための緊急総合対策」による資金繰り対策の早期実施 
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・上記対策で措置した９兆円の事業について、日本政策金融公庫、

沖縄振興開発金融公庫によるセーフティネット貸付の 10 月１日

からの強化に加え、信用保証協会による緊急保証を10月 31日か

ら開始 

○緊急保証と政府系金融機関等による貸付について 21 兆円規模の追

加を実施（「安心実現のための緊急総合対策」における９兆円規模

に加え、合計30兆円規模に拡大） 

 ・信用保証協会による緊急保証枠について、「安心実現のための緊

急総合対策」における６兆円規模に加え、新たに 14 兆円規模の

追加を行い、合計20兆円規模に拡大 

・政府系金融機関等による貸付枠について、「安心実現のための緊

急総合対策」における３兆円規模に加え、日本政策金融公庫等に

よるセーフティネット貸付の金利や貸付条件の見直しを含めた

拡充、商工中金による金融危機対応業務の発動により新たに７兆

円規模の追加を行い、合計10兆円規模に拡大 

○商工中金、政策投資銀行による金融危機対応業務の発動（再掲） 

○日本企業の海外における事業に対する貸付の拡充 

・日本政策金融公庫（国際協力銀行（ＪＢＩＣ））を活用して、国

際金融危機に対処するため、我が国企業の海外における事業に対

する貸付を拡充 

○民間金融機関による金融仲介機能の強化 

 ・民間金融機関による資金供給の実態把握と円滑化の要請 

・中小・小規模企業向け融資の貸出条件緩和が円滑に行われるため

の措置と金融検査における徹底 

○建設業の資金調達の円滑化 

 ・「地域建設業経営強化融資制度」の活用（11月事業開始予定） 

 

◇税制措置や人材確保・育成等により中小・小規模企業等の活性

化を図る。 
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＜具体的施策＞ 

○中小企業対策税制、人材確保・研究開発支援 

    ・中小企業に対する軽減税率の時限的引下げ 

    ・中小企業の欠損金の繰戻し還付の復活 

 ・人材確保・育成の促進、技術承継支援等 

 ・中小企業等に対する研究開発支援の強化 

○中小企業の新技術の商品化・調達に向けた一貫支援 

・新商品の開発及び実用化のための補助・融資制度の拡充、公的研

究機関による製品の性能評価等の実施とお墨付きの付与、独創的な

商品等を公的機関が率先して導入する仕組みの構築、内外市場で

の販路開拓など、調達までつながる一貫支援 

○下請法、独禁法違反行為への厳正な対処 

 ・中小・小規模企業等に不当な不利益を与える違反行為への厳正な

対処、「下請保護情報ネットワーク」の活用 

 

６．成長力強化対策  

◇中長期な観点からの内需拡大、成長力強化に向け、企業活力を

高める「成長力強化税制」の導入、我が国が強みとし低炭素社

会の実現にもつながる省エネ・新エネ対策の推進、金属資源の

開発及び資源外交の強化等、世界最先端の研究開発促進、企業

成長の源泉たる従業員の勤労意欲向上により、日本経済の「底

力」を飛躍に結びつける取組を進める。 

＜具体的施策＞ 

○「成長力強化税制」の導入 

 ・省エネ・新エネ設備等の投資促進税制 

― 時限的に即時償却を可能とする省エネ・新エネ設備等の投資促進のた

めの税制措置 

 ・海外子会社利益の国内還流 

― わが国企業が海外市場で獲得する利益の国内還流に向けた環境整備の
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ための税制措置 

 ・中小企業対策税制（再掲） 

  ○省エネ・新エネ対策、金属資源開発の推進等 

    ・省エネ・新エネ設備等の投資促進税制（再掲） 

 ・国内クレジット制度の活用を通じた、公共サービスを含めた省エ

ネ・新エネ設備導入促進に向けた連携強化 

 ・金属資源（レアメタル・鉄鉱石等）の探鉱開発支援 

○原油市場の安定化に向けた資源外交の強化や石油製品価格等の市

場動向の監視 

○世界最先端の研究開発、イノベーション促進 

    ・ノーベル賞を受賞するような世界最先端の研究開発促進 

 ・ライフサイエンス分野の新事業創出に資する規制改革 

― ライフサイエンス分野での新事業の創出等に資する規制改革について

年内に結論 

・競争力の源泉たる秘密管理された技術情報等の流出防止    

      ・イノベーションを促進するための仕組みの創設（イノベーション

創造機構（仮称）、イノベーション特区（仮称））等 

○日本版ＥＳＯＰ（従業員株式所有制度）導入促進のための条件整備 
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＜第３の重点分野＞地方の底力の発揮 

少子高齢化が急速に進行する一方で地方は疲弊し、都市部との格

差は拡大している。窮状にある地方に手を差し伸べ、その「底力」

が発揮できるよう、高速道路料金の大幅引下げや地域経済の活性

化、強い農林水産業づくり、住宅投資・防災強化などを進めると

ともに、地方公共団体の支援を行う。 

 

７．地域活性化対策  

◇高速道路料金の大幅引下げ、地域企業の再生、商店街活性化、

ＩＣＴ活用、ＰＦＩの活用等を通じて地域経済の活性化を図

る。また、観光立国の推進、安全・安心な交通空間の確保や

物流コストの低減等に直結する交通ネットワーク整備により、

地域の底上げを図る。美しい自然を守り育て、多くの人々が

訪ね、住みたくなる「まちづくり・地域づくり」を進める。 

＜具体的施策＞ 

○高速道路料金の大幅引下げ 

・国民生活や地域経済の支援や地球温暖化防止の観点から、「安心

実現のための緊急総合対策」において導入した割引に加え、当面

22年度まで、更なる重点的な引下げを行う。 

― 物流効率化のため、平日、割引がなかった時間帯への割引の導入等 

― 観光振興や、地域の生活・経済支援のため、休日、地方部の長距離利

用料金や、首都・阪神高速利用料金の引下げ等 

○地域企業再生、商店街活性化、ＩＣＴ活用、ＰＦＩの活用による地

域経済活性化 

・地域力再生機構の早期設立と第３セクター改革 

・商店街活性化 

― 商店街を安心・安全・快適なものとする防犯機器の設置等 

・条件不利地域等のＩＣＴ基盤整備、地域におけるＩＣＴ利活用の



 
 

17

高度化・ＩＣＴによる地域経済活性化 

・放送デジタル化への円滑な移行 

― デジタル移行に伴う国民の不安解消のためのきめ細かな対応等を集中

的に実施 

・ＰＦＩについて、民間事業者が創意工夫を発揮しやすい環境の整

備等、制度の改正を行う。   

○観光立国の推進 

・観光圏の整備促進による魅力ある観光地づくりの支援 

・宿泊施設等受入れ体制の整備、出入国管理・査証発給体制整備等

の観点を踏まえた訪日査証の見直し等による外国人観光客の拡

大 

○地域建設業の新分野への進出や他産業との連携事業等の支援 

○安全・安心な交通空間の確保と物流コストの低減等に直結する交通

ネットワーク整備 

・通学路や交差点などの交通安全対策、鉄道駅のバリアフリー化、

地域バスの利便性向上、ＬＲＴプロジェクトなど、安全・安心な

歩行・交通空間の確保 

・地方の活力向上と国際競争力に資する道路ネットワーク整備、都

市鉄道の整備等、貨物運送における中小・小規模企業対策、羽田

空港や一般空港の機能高質化、スーパー中枢港湾、安全な海上交

通路の整備等による物流コストの低減等 

○地域づくりの推進 

・美しく活力あるふるさとづくり 

 ― 地球・森林アクションプラン、美しい日本を守るクリーンアップ大作戦、 

環境保全型の地域づくり等の推進・支援 

・過疎地域への定住促進 

・地域の生活排水対策 

・国が整備した施設における油流出の防止、施設周辺の騒音対策等 
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◇水田フル活用に取り組む農業者への支援の充実、農業の将来

を担う経営の育成、農地・技術に関する施策の強化や農商工

連携等の推進による国産農産物の積極的活用、林業・水産業

の活性化等を進める。こうした取組により、「強い農林水産業」

を目指して雇用を創出し、地域を活性化する。このため、食

料自給率50％に向けた工程表を作成する。 

＜具体的施策＞ 

○農業の将来を担う経営の育成と雇用創出等 

・水田フル活用に取り組む農業者への支援 
・担い手に対する融資の円滑化、施設整備等に対する支援 
・新規に就農しようとする者の農業法人での実践研修の支援（「農」

の雇用事業の創設） 
・ 企業的な農業経営を目指したネットワーク形成の支援 
・リース方式による最新生産方式の導入の飛躍的拡大 

○技術開発の加速と農商工連携、国産農産物の積極的活用等 

・ＩＴ技術等の農業への活用促進や農業関係施設における省エネル

ギーの推進 
・国産原料を安定的に活用する農商工連携への支援や地場農産物の

販路拡大、畜産経営安定対策の緊急実施等 
・エコツーリズムなどとの連携による地域資源の活用、きめ細やか

な基盤整備の推進等 
・地域産品の国内外への市場開拓支援など雇用創出等の地域活性化

に向けた農山漁村施策と関係省庁の施策との連携促進 
○森林・林業の活性化 

・国産材の住宅等への利用拡大、木質バイオマスの利用促進、森林

における路網整備の推進等 
○水産業の活性化 

・水産物の産地販売力の強化、漁業用資材・餌飼料の使用の改善合

理化等による収益力強化の取組への支援、水産基盤等の整備推進
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等 
○食に対する信頼確保等 

・事故米穀とは知らずに販売・加工した善意の事業者への支援等 
    ○親切でわかりやすい農林水産行政の展開 

 

８．住宅投資・防災強化対策 

◇住宅ローン減税や容積率の緩和などを通じて住宅投資等を促

進するとともに、省エネ、子育て等に資する住宅の普及を支

援する。また、公共施設の耐震化等防災対策を通じて国民の

安全を確保する。 

＜具体的施策＞ 

○住宅ローン減税や容積率の緩和などによる住宅投資の促進等 

・住宅ローン減税（個人所得課税）の延長･拡充等 

 ― 住宅ローン減税の期限延長、最大控除可能額の過去最高水準までの引上

げ、環境・高齢化問題等のための省エネ・バリアフリー等の住宅リフォ

ーム減税について投資型の減税の導入等を検討 

・各種土地税制の延長・拡充等 

・優良な住宅取得支援制度の拡充等による子育て世帯等の住宅の取

得・確保支援、住宅・建築物の省エネ改修に対する助成、木造住

宅の振興・二地域居住等の促進 
・容積率の緩和（高度な環境対策を行う建築物、優良な都市開発プ 

ロジェクト等） 

・地方都市などにおける優良な都市開発プロジェクトへの支援、地

域活性化のための不動産の証券化、流動化の促進等 

・改正建築基準法・改正建築士法・住宅瑕疵担保履行法の円滑な運

用・施行に向けた対応 

○公共施設の耐震化等防災対策 

・学校や住宅等の耐震化の一層の加速と公共施設の震災対策（空港、

上下水道施設、廃棄物処理施設、矯正施設、官庁施設等）・グリ
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ーン化・エコ改修等、道路橋等老朽化の進む社会資本ストックの

長寿命化等の保全対策 
・集中豪雨、津波・高潮対策の実施、気象施設の整備、都市公園の 
整備等による都市の防災機能の向上等 

          ・救助技術向上のための消防団資機材の充実など災害対策の強化や、

個室型店舗等の消防用設備等の自己点検実施支援等緊急防火対

策の徹底 

 

９．地方公共団体支援策  

◇地方公共団体が地域の活性化に積極的に取り組むことができ

るよう、必要な財政支援措置を講じる。 

＜具体的施策＞ 

○道路特定財源の一般財源化に際し、１兆円を地方の実情に応じて使

用する新たな仕組みを作る 

○地方自治体（一般会計）に長期・低利の資金を融通できる、地方共

同の金融機構の創設について検討する 

○地域活性化等に資するきめ細かなインフラ整備などを進めるため、

「地域活性化・生活対策臨時交付金」（仮称）を交付する 

○景気後退や本対策に伴う地方税や地方交付税の原資となる国税５

税の減収等について、地方公共団体への適切な財政措置を講じる 
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第３章 財源 

＜経済成長と財政健全化の両立＞ 

本対策の財源は赤字国債に依存しないこととする。また、基礎年

金国庫負担割合を１／２に引き上げるための所要財源を含め、持続

可能な社会保障制度の構築等に必要となる安定的な財源を確保する

ため、消費税を含む税制抜本改革の道筋（「中期プログラム」）を年

末までに策定する。 

 

１．国費と事業規模  

○本対策の財源については、赤字国債に依存しないこととし、そのための  

特例措置として、平成 20 年度における財政投融資特別会計から国債整

理基金特別会計への繰入れを停止するなど財政投融資特別会計の金利

変動準備金の活用等を行う。 

○「生活対策」の財源である国費と事業規模は、別紙のとおりである。 

 

２．持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に向けた

中期プログラムの策定 

○以下を「基本骨格」とする中期プログラムを、年末の税制改正において   

とりまとめる。 

（１）景気回復のための減税等 

 世界経済の混乱から国民生活を守り、３年以内の景気回復を最優先

で図るため、景気回復期間中に、減税措置及び生活支援定額給付金（仮

称）を税制抜本改革を前提に時限的に行う。 

 

（２）社会保障安定財源の確保 

     社会保障制度については、その機能強化と効率化を図る一方、基礎

年金国庫負担割合の２分の１への引上げに要する財源をはじめ、国・

地方を通じて持続可能な社会保障制度とするために安定した財源を
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確保する必要がある。このため、経済状況の好転後に、年金、医療、

介護等の社会保障給付や少子化対策に要する費用の見通しを踏まえ

つつ、給付に見合った負担という視点及びこれらの費用をあらゆる世

代が広く公平に分かち合う観点から、消費税を含む税制抜本改革を速

やかに開始し、時々の経済状況をにらみつつ、2010年代半ばまでに段

階的に実行する。その際、国民の理解を深めるため、現在行われてい

る歳出の無駄排除と行政改革を引き続き行うとともに、社会保障給付

とその他の予算とは厳密な区分経理を図る。 

 

（３）税制抜本改革の全体像 

社会保障の安定財源確保をはじめ、我が国の成長力の強化、社会に

おけるさまざまな格差の是正など種々の課題に整合的かつ計画的に

対応するため、本年末に、個人、法人の所得課税、資産課税、消費課

税の各税目の改革の基本的方向性を明らかにした「税制抜本改革の全

体像」をわかりやすく示し、これに基づき抜本改革を断行する。 

 



 
 

23

（別紙） 

 

「生活対策」の規模 

 

単位：兆円 

                       国費      事業費 

Ⅰ．生活者の暮らしの安心 ２．８程度 ３．０程度 

１．家計緊急支援対策 ２．０程度 ２．０程度 

２．雇用セーフティネット強化対策 ０．３程度 ０．３程度 

 

３．生活安心確保対策 ０．５程度 ０．７程度 

Ⅱ．金融・経済の安定強化 ０．６程度 ２１．９程度 

４．金融資本市場安定対策 － － 

５．中小・小規模企業等支援対策 ０．５程度 ２１．８程度 

 

６．成長力強化対策 ０．１程度 ０．１程度 

Ⅲ．地方の底力の発揮 １．６程度 ２．０程度 

７．地域活性化対策 ０．８程度 １．０程度 

８．住宅投資・防災強化対策 ０．２程度 ０．４程度 

 

９．地方公共団体支援策 ０．６程度 ０．６程度 
   

合  計 

 

５．０程度 

 

２６．９程度

 

 

（注１）財政投融資の追加１．５兆円程度による事業費の増を含む。 

（注２）税制措置については、２１年度税制改正において具体化。 
 

 

（注） 


